
   公立大学法人滋賀県立大学ハラスメントの防止等に関する規程 

 

平 成 ２ １ 年  ４ 月 １ 日 

公立大学法人滋賀県立大学規程第 132 号 

 

（目 的）  

第１条 この規程は、公立大学法人滋賀県立大学職員就業規則第３８条第２項、公立大学

法人滋賀県立大学特任職員就業規則第３１条第２項、公立大学法人滋賀県立大学契約職

員就業規則第 38 条第２項、公立大学法人滋賀県立大学無期転換契約職員就業規則第４

６条第２項および公立大学法人滋賀県立大学非常勤職員就業規則第２５条第２項の規定

に基づき、公立大学法人滋賀県立大学（以下「本学」という。）におけるハラスメント

の防止および排除のための措置ならびにハラスメントに起因する問題が生じた場合に適

切に対応するための措置（以下「ハラスメントの防止等」という。）に関して、必要な

事項を定めることにより、本学における職員および学生等の人権の擁護を図り、もって

人事の公正の確保、職員および学生等の利益の保護、職員の職務能率の発揮ならびに学

生等の良好な就学環境の確保を図ることを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。  

（１）ハラスメント  セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント、パ

ワー・ハラスメントおよび妊娠・出産、育児または介護に関するハラスメントをい

う。 

（２）セクシュアル･ハラスメント  役員、職員、学生等および関係者が、他の役員、

職員、学生等および関係者を不快にさせる性的な言動をいう。 

（３）アカデミック・ハラスメント  教員がその職務上の地位または権限を利用して他

の教員または学生等に対して行う研究もしくは教育上または就学上の不適切な言動を

いう。 

（４）パワー・ハラスメント 役員および職員が職務に関するかつ優越的な関係を背景と

して行われる、職員に精神的もしくは身体的苦痛を与え、職員の人格もしくは尊厳を

害し、あるいは、職員の勤務環境を害することとなるような、業務上必要かつ相当な

範囲を超える言動」をいう。 

（５）妊娠・出産、育児または介護に関するハラスメント  役員、職員、学生等が、他

の役員、職員、学生等に対して行う、妊娠・出産または妊娠・出産、育児もしくは介

護に関する休業その他の制度もしくは勤務軽減措置の利用等に関する不適切な言動を

いう。 

（６）ハラスメントに起因する問題  ハラスメントのため職員等の就労上または学生等

の就学上の環境が害されることおよびハラスメントへの対応に起因して職員等が就労

上のまたは学生等が就学上の不利益を受けることをいう。 

（７）役員  法人の理事長、副理事長、理事および監事をいう。 

（８）職員  本学の教員、事務局職員、特定プロジェクト職員、特任職員、契約職員、

無期転換契約職員、非常勤職員、委託または派遣等により本学において就労する者を

いう。 



（９）学生等   本学の学生、科目等履修生、特別聴講学生、研究生、外国人留学生等本

学において就学する者をいう。 

 

（10）関係者  学生等の保護者、関係業者等の職務上の関係を有する者および客員研究

員等本学において研究等を目的に滞在する者をいう。 

（11）部局長等  各研究院長、各学部長、全学共通教育推進機構長、図書情報センター

長、地域共生センター長、環境管理センター長、産学連携センター長、学生支援セン

ター長および地域ひと・モノ・未来情報研究センター長をいう。 

 

（役員、職員および学生等の責務） 

第３条 役員および職員は、この規程および「ハラスメントの防止等のために公立大学法

人滋賀県立大学役員および職員が認識すべき事項についての指針」に従い、ハラスメン

トを行ってはならない。 

２ 学生等は、ハラスメントをしないよう注意しなければならない。 

 

  （理事長の責務） 

第４条 理事長は、本学のハラスメントの防止等に関して総括するとともに、役員、職員

および学生等に対して、この規程の周知徹底を図り、啓発活動および必要な研修を実施

するものとする。 

 

（役員および部局長等の責務） 

第５条 役員、部局長等および職員を監督する地位にある者は、次の各号に掲げる事項に

注意してハラスメントの防止および排除に努めるとともに、ハラスメントに起因する問

題が生じた場合には迅速かつ適切に対処しなければならない。 

 （１）日常の執務を通じた指導等により、ハラスメントに関し、職員および学生等の注

意を喚起し、ハラスメントに関する認識を深めさせること 

 （２）職員および学生等の言動に十分な注意を払うことにより、ハラスメントまたはハ

ラスメントに起因する問題が本学に生じることがないよう配慮すること 

 

  （委員会等） 

第６条 前３条に定める責務は、公立大学法人滋賀県立大学組織規程第１４条第１項第６

号の規定に基づき置かれる人権問題委員会が、これを補完する。 

２ ハラスメントに関する苦情の申出および相談に対応するため、ハラスメント相談員を

置く。 

３ 委員会等に関して必要な事項は、別に定める。 

 

  （不利益取扱いの禁止） 

第７条 役員、部局長等およびその他の職員は、ハラスメントに対する苦情の申出、当該

苦情に係る調査への協力その他ハラスメントが行われた場合の職員または学生等の対応

に起因して、当該職員または学生等が不利益を受けることのないようにしなければなら

ない。 

 

（委 任） 



第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

 

付 則 

１ この規程は、平成 21 年４月１日から施行する。 

２ 公立大学法人滋賀県立大学セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程は、廃

止する。  

付 則 

この規程は、平成 23 年４月１日から施行する。 

付 則 

この規程は、平成 24 年４月１日から施行する。 

付 則 

この規程は、平成 25 年４月１日から施行する。 

付 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。（第１条、第２条関係）  

付 則 

この規程は、令和３年４月５日から施行し、令和３年４月５日から適用する。 


